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今
回
の
骨
太
方
針
で
は
、
豊
か

で
安
心
な
日
本
を
後
世
代
に
引
き

継
ぐ
た
め
、
平
成
１９
年
度
以
降
を

「
新
た
な
挑
戦
の
１０
年
」
と
位
置

付
け
、
更
な
る
改
革
が
必
要
と
強

調
。
政
府
が
取
り
組
む
べ
き
構
造

改
革
の
３
つ
の「
挑
戦
」と
し
て
、

�
成
長
力
・
競
争
力
強
化
�
財
政

健
全
化
�
安
全
・
安
心
で
柔
軟
か

つ
多
様
な
社
会
の
実
現
―
―
を
掲

げ
て
い
る
。

な
か
で
も
「
財
政
健
全
化
」
に

つ
い
て
は
、
小
泉
内
閣
が
取
り
組

ん
だ
１３
年
度
か
ら
１８
年
度
を
第
１

期
と
し
、
１９
年
度
以
降
の
概
ね
１０

年
間
を
第
２
期
、
第
３
期
と
し
て

区
分
し
て
い
る
。

第
２
期
で
は
、
財
政
健
全
化
の

第
一
歩
で
あ
る
基
礎
的
財
政
収
支

の
黒
字
化
を
確
実
に
実
現
す
る
こ

と
が
目
標
と
な
る
。
前
提
と
な
る

経
済
見
通
し
を
名
目
経
済
成
長
率

３
％
程
度
と
し
、
必
要
な
改
革
が

講
じ
ら
れ
る
。
こ
の
前
提
の
も
と

で
第
２
期
中
の
２３
年
度
に
、
国
と

地
方
の
基
礎
的
財
政
収
支
を
黒
字

化
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
額
を

１６
兆
５
０
０
０
億
円
と
試
算
。
う

ち
歳
出
改
革
に
よ
っ
て
１１
兆
４
０

０
０
億
円
以
上
を
削
減
す
る
と

し
、
削
減
額
と
財
源
不
足
額
と
の

差
額
に
つ
い
て
主
に
税
制
改
革
に

よ
っ
て
対
応
す
る
と
し
て
い
る
。

続
く
第
３
期
で
は
、
わ
が
国
の

財
政
が
基
礎
的
財
政
収
支
の
黒
字

化
を
達
成
し
て
も
、
利
払
い
費
を

含
め
た
財
政
収
支
の
赤
字
が
依
然

と
し
て
大
幅
な
た
め
、
金
利
変
動

に
対
し
脆
弱
な
状
況
が
続
く
と
指

摘
。
今
後
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る

社
会
保
障
費
に
つ
い
て
、
効
率
化

と
持
続
可
能
性
の
確
保
を
図
り
つ

つ
、
社
会
保
障
の
た
め
の
安
定
財

源
を
確
立
す
る
こ
と
が
必
要
と
強

調
し
て
い
る
。

地
方
財
政
関
係
で
は
、
こ
れ
ま

で
の
歳
出
削
減
努
力
な
ど
を
踏
ま

え
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
、
▽

現
行
法
定
率
を
堅
持
▽
地
方
の
財

政
収
支
の
状
況
を
踏
ま
え
適
切
に

処
理
す
る
―
―
こ
と
な
ど
明
記
。

ま
た
、
地
方
分
権
に
向
け
た
「
関

係
法
令
の
一
括
し
た
見
直
し
」
な

ど
に
つ
い
て
も
明
記
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
各
分
野
に
お
け
る
歳

出
改
革
の
具
体
的
内
容
が
示
さ
れ

た
。
（
「
基
本
方
針
２
０
０
６
」

は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）

地地
方方
六六
団団
体体
がが
声声
明明

７
月
７
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
骨
太
方
針
」
に
対
し
地
方
六
団

体
は
同
日
、
会
長
連
名
に
よ
る
声

明
を
発
表
し
た
�
左
参
照
。

声
明
で
は
、
地
方
分
権
改
革
に

向
け
た
「
一
括
法
」
制
定
の
方
向

が
示
さ
れ
た
こ
と
な
ど
を
受
け
、

地
方
六
団
体
が
内
閣
等
に
提
出
し

た
「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る

意
見
書
」
の
提
言
内
容
が
同
法
に

盛
り
込
ま
れ
、
早
期
に
実
現
す
る

こ
と
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

政
府
は
７
月
７
日
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
（
議
長
�
小
泉
純
一
郎
）
が
ま
と
め
た
「
経
済
財
政
運
営
と

構
造
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
（
骨
太
方
針
）
２
０
０
６
」
を
閣
議
決
定
し
た
。
財
政
健
全
化
な
ど
３
つ

の
課
題
を
最
重
要
項
目
に
掲
げ
、
５
年
後
の
平
成
２３
年
度
に
、
基
礎
的
財
政
収
支
を
黒
字
化
す
る
た
め
、

１６
・
５
兆
円
の
歳
出
削
減
な
ど
が
必
要
と
し
、
今
後
も
歳
出
改
革
の
徹
底
を
図
る
と
し
て
い
る
。
地
方
財

政
関
係
で
は
、
地
方
交
付
税
の
現
行
法
定
率
の
堅
持
や
地
方
分
権
に
向
け
た
一
括
法
制
定
の
方
向
な
ど
が

示
さ
れ
た
。
今
後
、
こ
の
方
針
を
も
と
に
、
１９
年
度
の
予
算
編
成
に
向
け
た
作
業
が
本
格
化
す
る
。

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」について（声明）

本日、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（基本
方針２００６）が閣議決定された。
第一に、地方分権改革について、「地方分権に向けて、関係法
令の一括した見直し」と記述され、「一括法」制定の方向が明確
になった。また、国と地方の役割分担の見直し、国の関与・国庫
補助負担金の廃止・縮小、交付税の見直し、税源移譲を含めた税
源配分の見直しなどについて、具体的内容や改革時期等は明らか
にされなかったものの、一体的に改革をするという方針が示され
た。これらの改革に加え、地方六団体が１２年ぶりに内閣と国会に
提出した「地方分権の推進に関する意見書」の提言内容が「一括
法」に盛り込まれ、早期に実現されるよう強く求めるものである。
第二に、地方交付税について、「現行法定率を堅持し、地方の
財政収支の状況等を踏まえて適切に対処する」とされたことは、
地方財政の円滑な運営に資するものと考えている。具体的な総額
については、今後の検討に委ねられることとなったが、住民生活
に必要なサービスを行うための財源が安定的に確保されるよう強
く求めるものである。
第三に、歳出の各分野について、削減方針等が示されたが、我
々地方自治体は、今後も引き続き行財政改革に取り組み、一層効
率的な行財政運営に努め、住民サービスの向上を図るとともに財
政再建に取り組む決意である。
地方分権改革に終わりはない。「基本方針２００６」では、「新たな
挑戦の１０年」に向けた更なる改革への取り組みとして、�成長力・
競争力強化、�財政健全化、�安全・安心で柔軟かつ多様な社会
の実現という三つの優先課題を設けているが、地方分権改革が全
ての課題の基礎となるものであることを十分認識すべきである。
地方六団体は、今後とも一致結束し、真の地方自治の確立に向
け不退転の決意をもって、意見書の提言の実現など地方分権改革
に取り組んでいく覚悟である。
平成１８年７月７日 地方六団体

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1622号７月１５日平成18年
（2006年）

地
方
交
付
税
に
つ
い
て

現現
行行
法法
定定
率率
のの
堅堅
持持
なな
どど

明明
示示

「
骨
太
方
針
�
�
�
�
」閣
議
決
定

大竹 邦実

（１） 平成１８年７月１５日 第１６２２号



議

会

人

事

消
防
体
制
の
充
実
強
化
に
よ
る
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
向
上
を
図

る
た
め
、
市
町
村
の
消
防
の
広
域
化
を
推
進
す
る
消
防
組
織
法
が
、
第

１
６
４
回
通
常
国
会
で
改
正
さ
れ
た
。

市
町
村
の
消
防
の
広
域
化
と

は
、
消
防
体
制
の
充
実
強
化
に
よ

る
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
向
上

を
図
る
た
め
、
一
部
事
務
組
合
等

の
制
度
を
活
用
し
、
常
備
消
防
の

規
模
を
拡
大
す
る
こ
と
で
す
。

こ
れ
に
よ
る
具
体
的
な
メ
リ
ッ

ト
と
し
て
は
、
�
災
害
に
対
応
す

る
消
防
部
隊
の
増
加
�
車
両
・
資

機
材
の
計
画
的
な
整
備
�
消
防
署

所
の
配
置
や
管
轄
区
域
の
適
正
化

に
よ
る
現
場
到
着
時
間
の
短
縮
等

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
実
際
の
消
防
活
動
の
第

一
線
の
業
務
を
行
う
消
防
署
所
の

設
置
に
つ
い
て
は
、
消
防
庁
長
官

が
定
め
る
消
防
力
の
整
備
指
針
に

よ
り
市
街
地
の
人
口
規
模
等
に
応

じ
て
そ
の
基
準
が
定
め
ら
れ
て
い

る
た
め
、
広
域
化
が
行
わ
れ
た
と

し
て
も
、
市
街
地
が
変
化
し
な
い

限
り
、
基
本
的
に
は
署
所
の
数
は

減
少
し
ま
せ
ん
。
む
し
ろ
、
本
部

機
能
の
高
度
化
等
に
よ
る
消
防
力

の
強
化
が
期
待
で
き
ま
す
。

な
お
、
今
回
推
進
す
る
広
域
化

の
対
象
は
常
備
消
防
で
あ
り
、
消

防
団
は
対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

各
市
に
お
か
れ
て
は
、
改
正
消

防
組
織
法
に
基
づ
き
、
住
民
サ
ー

ビ
ス
の
一
層
の
向
上
の
た
め
、
積

極
的
に
広
域
化
の
議
論
が
行
わ
れ

る
こ
と
を
期
待
し
て
お
り
ま
す
。

今
後
は
、
平
成
１９
年
度
ま
で
に

都
道
府
県
に
お
い
て
推
進
計
画
を

定
め
、
そ
の
後
５
年
程
度
で
各
市

町
村
に
お
い
て
広
域
化
の
実
現
を

目
指
す
こ
と
と
な
り
ま
す
。

広
域
化
に
当
た
っ
て
は
、
消
防

組
合
の
規
約
の
作
成
・
見
直
し
等

が
必
要
と
な
る
た
め
、
各
議
会
に

お
か
れ
て
も
、
広
域
化
の
必
要
性

・
メ
リ
ッ
ト
に
つ
き
ご
理
解
の

上
、
何
卒
ご
協
力
い
た
だ
き
ま
す

よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

広
域
化
の
必
要
性

災
害
の
大
規
模
化
、
住
民
ニ
ー

ズ
の
多
様
化
等
、
近
年
消
防
を
取

り
巻
く
環
境
は
急
速
に
変
化
し
て

お
り
、
消
防
は
こ
の
変
化
に
的
確

に
対
応
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
小
規
模
な
本

部
に
お
い
て
は
、
一
般
的
に
、
出

動
体
制
、
保
有
す
る
車
両
等
の
住

民
サ
ー
ビ
ス
の
限
界
や
組
織
管
理

上
の
限
界
が
指
摘
さ
れ
る
こ
と
が

あ
る
な
ど
、
消
防
の
体
制
と
し
て

は
必
ず
し
も
十
分
で
な
い
場
合
が

あ
り
ま
す
。

こ
れ
を
職
員
数
の
規
模
で
考
え

る
と
、
消
防
本
部
の
職
員
数
は
概

ね
管
轄
人
口
の
１
０
０
０
分
の
１

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
管
轄
人
口
１０

万
未
満
の
本
部
の
職
員
数
は
、
１

０
０
名
未
満
と
な
る
こ
と
が
多
い

と
考
え
ら
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、
消

防
職
員
は
そ
の
大
半
が
交
替
制
勤

務
を
行
っ
て
お
り
、
休
日
や
夜
間

に
は
そ
の
３
分
の
１
〜
４
分
の
１

程
度
の
人
員
し
か
常
駐
し
な

い
た
め
、
本
部
の
体
制
と
し

て
種
々
の
点
で
脆
弱
で
あ
る

こ
と
が
否
め
ま
せ
ん
。

ま
た
、
日
本
の
総
人
口

は
、
平
成
１７
年
に
戦
後
初
め

て
減
少
に
転
じ
て
お
り
、
今

後
も
将
来
人
口
は
減
少
す
る

と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ

れ
に
よ
り
一
般
的
に
各
本
部

の
管
轄
人
口
も
減
少
す
る
と

考
え
ら
れ
、
さ
ら
に
、
常
備

消
防
と
と
も
に
地
域
の
消
防

を
担
っ
て
い
る
消
防
団
員
の

担
い
手
不
足
の
問
題
も
懸
念

さ
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
現
状
に
か
ん

が
み
る
と
、
市
町
村
の
消
防

の
体
制
の
整
備
・
確
立
の
た

め
に
は
、
常
備
消
防
の
広
域

化
を
よ
り
積
極
的
に
推
進
す

る
こ
と
が
不
可
避
で
す
。

▼
議
長

▽
伊
豆
の
国
水
口
哲
雄
（
５
・
９
）

▽
萩

青
木
賢
次
（
５
・
９
）

▽
一
宮

渡
部

昭
（
５
・
１７
）

▽
気
仙
沼

小
山
和
�
（
５
・
１９
）

▽
大
崎

遠
藤

悟
（
５
・
１９
）

▽
泉
佐
野

中
村
哲
夫
（
５
・
２４
）

▽
豊
中

溝
口
正
美
（
５
・
２５
）

▽
南
島
原

日
向
義
忠
（
５
・
２５
）

▽
墨
田

田
中
�
友
（
５
・
２６
）

▽
豊
島

里
中
郁
男
（
５
・
２６
）

▽
北

後
藤
憲
司
（
５
・
２６
）

▽
堺

服
部

昇
（
５
・
２６
）

▽
鹿
児
島

赤
崎
正
剛
（
５
・
２６
）

▽
鴻
巣

若
月

勝
（
５
・
２９
）

▽
生
駒

酒
井

�
（
５
・
２９
）

▽
松
浦

寺
澤
優
國
（
５
・
２９
）

▽
品
川

塚
本
利
光
（
５
・
３０
）

▽
静
岡

石
川
久
雄
（
５
・
３０
）

▽
足
立
し
の
は
ら
守
宏
（
５
・
３１
）

▽
栗
東

宇
野

哲
（
５
・
３１
）

▽
松
山

宇
野

浩
（
５
・
３１
）

▽
瑞
穂

藤
橋
礼
治
（
６
・
１
）

▽
夕
張

岡
崎
光
雄
（
６
・
２
）

▽
佐
野

山
越
密
雄
（
６
・
２
）

▽
川
越

加
藤

昇
（
６
・
２
）

▽
東
松
山

坂
本
俊
夫
（
６
・
２
）

▽
越
谷

永
井
龍
男
（
６
・
２
）

▽
銚
子

菅

隆
雄
（
６
・
２
）

▽
京
丹
後

今
度

弘
（
６
・
２
）

▼
副
議
長

▽
伊
豆
の
国
板
垣
紀
夫
（
５
・
９
）

▽
萩

横
山
秀
二
（
５
・
９
）

▽
綾
瀬

石
井
麒
八
郎
（
５
・
１６
）

市市
町町
村村
のの
消消
防防
のの
広広
域域
化化
推推
進進
にに
つつ
いい
てて

消
防
組
織
法
改
正
で
―
総
務
省
消
防
庁

（
３
面
に
つ
づ
く
）

第１６２２号 平成１８年７月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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広
域
化
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト

（
１
）
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

広
域
化
に
よ
る
最
大
の
メ
リ
ッ

ト
は
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
で

す
。ま

ず
、
災
害
対
応
の
観
点
か
ら

は
、
広
域
化
に
よ
り
１
本
部
が
保

有
す
る
部
隊
数
が
増
え
る
た
め
、

多
数
の
部
隊
の
統
一
的
な
運
用
に

よ
る
効
果
的
な
対
応
が
可
能
と
な

り
ま
す
。

ま
た
、
総
務
部
門
や
通
信
指
令

業
務
の
効
率
化
に
よ
り
生
じ
た
人

員
を
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
直
接
担

当
す
る
部
門
に
配
置
す
る
こ
と
に

よ
り
、
当
該
部
門
を
増
強
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
さ
ら
に
、
近
年

高
度
化
し
て
い
る
予
防
・
救
急
業

務
の
担
当
職
員
の
専
門
化
が
進
展

す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

例
え
ば
、
平
成
１２
年
に
広
域
化

を
行
っ
た
佐
賀
広
域
消
防
局
に
お

い
て
、
本
部
事
務
の
集
約
に
よ

り
、
広
域
化
前
の
職
員
数
か
ら
増

員
す
る
こ
と
な
く
新
た
に
消
防
分

署
を
設
置
し
た
例
が
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
消
防
本
部
の
管
轄
区

域
が
拡
大
す
る
た
め
、
消
防
署
所

の
配
置
及
び
管
轄
区
域
の
適
正
化

が
容
易
と
な
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て

現
場
到
着
時
間
の
短
縮
等
の
効
果

が
期
待
で
き
ま
す
。

例
え
ば
、
平
成
９
年
に
広
域
化

を
行
っ
た
新
潟
県
西
部
広
域
消
防

事
務
組
合
消
防
本
部
（
当
時
）
に

お
い
て
、
管
轄
区
域
の
適
正
化
に

よ
り
、
救
急
隊
の
平
均
到
着
時
間

が
場
所
に
よ
っ
て
は
５
分
程
度
短

縮
し
た
例
が
あ
り
ま
す
。

（
２
）
消
防
に
関
す
る
行
財
政
運

営
の
効
率
化
と
基
盤
の
強
化

本
部
機
能
の
一
元
化
に
よ
る
業

務
の
効
率
化
や
消
防
施
設
設
備
の

計
画
的
な
整
備
の
推
進
、
重
複
投

資
の
回
避
等
に
よ
り
、
少
な
い
経

費
で
高
い
水
準
の
消
防
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
（
１
）
で
述
べ

た
と
お
り
総
務
部
門
等
の
一
元
化

に
よ
る
効
率
化
が
期
待
さ
れ
る
ほ

か
、
高
機
能
な
指
令
設
備
の
効
果

的
な
運
用
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
広
域
化
に
よ
り
財
政
規

模
が
拡
大
す
る
た
め
、
規
模
の
小

さ
い
消
防
本
部
で
は
整
備
が
困
難

な
高
度
な
車
両
等
の
計
画
的
な
整

備
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

以
上
の
よ
う
な
広
域
化
の
必
要

性
・
メ
リ
ッ
ト
を
十
分
ご
理
解
の

上
、
各
地
域
に
お
い
て
積
極
的
な

議
論
が
行
わ
れ
る
こ
と
を
期
待
し

て
お
り
ま
す
。

（
文
は
総
務
省
消
防
庁
消
防
・
救

急
課
提
供
）

広
域
行
政
圏
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
清
水
清
秋
・
新
庄
市
議

会
議
長
）
は
７
月
４
日
、
東
京
・

ル
ポ
ー
ル
麹
町
で
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
会
議
を
開
催
し
、
広

域
行
政
圏
の
拡
充
強

化
に
関
す
る
要
望
に

つ
い
て
協
議
し
た
。

広
域
行
政
圏
は
、
道
路
等
の
広

域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
は
じ

め
、
地
域
医
療
や
、
ご
み
・
し
尿

処
理
な
ど
の
広
域
的
サ
ー
ビ
ス
シ

ス
テ
ム
の
整
備
を
担
っ
て
き
た

が
、
平
成
の
大
合
併
や
三
位
一
体

改
革
に
よ
る
行
財
政
基
盤
の
確
立

な
ど
に
よ
り
、
広
域
行
政
単
位
が

大
き
く
変
化
し
て
い
る
。

要
望
は
、
広
域
行
政
圏
が
今
後

の
分
権
型
社
会
の
構
築
及
び
行
政

運
営
の
効
率
化
を
図
る
上
で
よ
り

大
き
な
役
割
を
担
う
も
の
と
し
、

▽
平
成
の
大
合
併
を
踏
ま
え
た
広

域
行
政
圏
の
具
体
的
な
指
針
の
明

示
▽
地
域
活
性
化
事
業
や
地
域
再

生
関
連
対
策
の
拡
充
強
化
▽
合
併

に
よ
る
市
域
の
広
域
化
に
伴
う
行

政
施
策
に
対
す
る
財
政
支
援
措
置

の
拡
充
強
化
―
―
な
ど
を
求
め
て

い
る
。

当
日
は
、
総
務
省
自
治
行
政
局

の
望
月
達
史
・
市
町
村
課
長
が

「
市
町
村
合
併
と
広
域
行
政
圏
を

め
ぐ
る
動
向
」
に
つ
い
て
説
明
し

た
。

全
国
高
速
自
動
車
道
市
議
会
協

議
会
（
会
長
�
真
田
護
・
倉
敷
市

議
会
議
長
）は
７
月
６
日
、倉
敷
市

で
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談
役
会

議
を
開
き
要
望
書
を
ま
と
め
た
。

現
在
、
「
高
速
自
動
車
国
道
」

と
「
一
般
国
道
の
自
動
車
専
用
道

路
」
を
合
算
し
た
「
高
規
格
幹
線

道
路
」
の
供
用
延
長
は
、
総
延
長

１
万
４
０
０
０
�
の
う
ち
約
８
８

０
０
�
に
と
ど
ま
っ

て
お
り
、
未
だ
道
半

ば
の
状
況
に
あ
る
。

こ
の
な
か
、
昨
年
１０
月
１
日
の

道
路
関
係
四
公
団
民
営
化
を
経

て
、
残
さ
れ
た
高
速
自
動
車
国
道

の
建
設
区
間
は
、
新
会
社
に
よ
る

「
有
料
道
路
方
式
」と
、国
・
地
方

の
負
担
に
よ
る
「
新
直
轄
方
式
」

で
進
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

そ
こ
で
要
望
で
は
、
民
営
化
後

も
建
設
の
ス
ピ
ー
ド
を
緩
め
ず
高

速
自
動
車
国
道
な
ど
高
規
格
幹
線

道
路
を
整
備
し
、
全
国
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の
早
期
実
現
を
図
る
こ
と
な

ど
を
求
め
て
い
る
。

当
日
は
、
国
土
交
通
省
道
路
局

の
木
村
昌
司
・
有
料
道
路
課
長
が

「
高
速
道
路
整
備
を
め
ぐ
る
最
近

の
諸
情
勢
」
を
説
明
し
た
。

▽
一
宮

伊
藤
勝
朗
（
５
・
１７
）

▽
気
仙
沼

加
藤
宣
夫
（
５
・
１９
）

▽
大
崎

加
藤
善
市
（
５
・
１９
）

▽
小
田
原

相
澤

博
（
５
・
２４
）

▽
泉
佐
野

岡
田
昌
司
（
５
・
２４
）

▽
江
東

平
井
康
義
（
５
・
２５
）

▽
南
島
原

川
田
典
秀
（
５
・
２５
）

▽
墨
田

槐

勲
（
５
・
２６
）

▽
豊
島

福
原
保
子
（
５
・
２６
）

▽
北

池
田
博
一
（
５
・
２６
）

▽
堺

馬
場
伸
幸
（
５
・
２６
）

▽
豊
中

佐
野
満
男
（
５
・
２６
）

▽
鹿
児
島

秋
広
正
健
（
５
・
２６
）

▽
鴻
巣

木
村
昭
夫
（
５
・
２９
）

▽
生
駒

池
田
厚
子
（
５
・
２９
）

▽
静
岡

安
竹
信
男
（
５
・
３０
）

▽
京
都

鈴
木
マ
サ
ホ
（
５
・
３０
）

▽
足
立

芦
川
武
雄
（
５
・
３１
）

▽
栗
東

川
�

等
（
５
・
３１
）

▽
松
山

豊
田
実
知
義
（
５
・
３１
）

▽
瑞
穂

小
川
勝
範
（
６
・
１
）

▽
夕
張

板
谷
信
男
（
６
・
２
）

▽
佐
野

笠
原
敏
夫
（
６
・
２
）

▽
川
越

岩
崎
哲
也
（
６
・
２
）

▽
東
松
山

福
田
武
彦
（
６
・
２
）

▽
越
谷

野
口
佳
司
（
６
・
２
）

▽
銚
子

神
林
敏
夫
（
６
・
２
）

▽
多
治
見

水
野
由
之
（
６
・
２
）

▽
京
丹
後

池
部
皓
三
（
６
・
２
）

▼
事
務
局
長

▽
南
島
原

本
多
勝
義
（
３
・
３１
）

▽
魚
津

宮
野
敏
幸
（
４
・
１
）

▽
茅
野

中
村
文
人
（
４
・
１
）

▽
伊
豆
の
国
二
藤
武
司
（
４
・
１
）

▽
気
仙
沼

吉
田
武
清
（
５
・
２４
）

▽
大
崎

本
田
作
夫
（
５
・
２９
）

財
政
支
援
の
拡
充
強
化
を

広
域
協
議
会
が
役
員
会

全
国
ネ
ッ
ト
の
早
期
実
現
を

高
速
協
が
要
望
書
ま
と
め
る

あ
い
さ
つ
す
る
真
田
高
速
協
会
長

あいさつする清水広域協会長

（３） 平成１８年７月１５日 第１６２２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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全国市町村国際文化研修所

第第２２回回市市町町村村議議会会議議員員特特別別研研修修
「「公公共共政政策策ココーースス」」ののごご案案内内

「社会保障・社会保険・社会福祉」
をテーマに８月２１日から開催

行

事

予

定

自
治
体
病
院
議
員
連
盟
（
会
長

�
片
山
虎
之
助
・
参
議
院
議
員
）

は
７
月
７
日
、
東
京
・
赤
坂
プ
リ

ン
ス
ホ
テ
ル
で
地
方
六
団
体
や
自

治
体
病
院
関
係
団
体
と
合
同
会
議

を
開
催
し
、
近
年
深
刻
化
す
る
地

域
の
医
師
確
保
問
題
に
つ
い
て
、

厚
生
労
働
省
、
総
務
省
な
ど
関
係

各
省
と
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

本
会
か
ら
は
社
会
文
教
委
員

会
委
員
長
の
立
脇
通
也
・
松
江

市
議
会
議
長
と
全
国
自
治
体
病

院
経
営
都
市
議
会
協
議
会
会
長

の
轟
正
満
・
長
野
市
議
会
議
長

が
出
席
し
た
。
立
脇
委
員
長

は
、
島
根
県
の
医
師
不
足
の
現

状
を
説
明
し
た
う
え
で
「
法
改

正
を
含
め
抜
本
的
な
対
策
が
な

け
れ
ば
地
方
の
医
療
提
供
体
制

は
維
持
で
き
な
い
」
と
地
方
の

立
場
か
ら
医
師
確
保
対
策
を
早
急

に
実
施
す
る
よ
う
要
望
し
た
。

こ
の
ほ
か
会
議
で
は
、
厚
生
労

働
省
、
総
務
省
、
文
部
科
学
省
が

医
師
確
保
対
策
の
現
状
と
今
後
の

対
応
に
つ
い
て
説
明
し
た
。
ま

た
、
地
方
六
団
体
と
自
治
体
病
院

関
係
団
体
の
連
名
で
「
医
師
確
保

に
関
す
る
要
望
書
」
を
関
係
各
省

の
大
臣
宛
て
に
提
出
し
た
。

要
望
書
に
は
▽
医
学
部
入
学
定

員
の
推
薦
枠
（
地
域
枠
）
の
引
き

上
げ
▽
自
治
医
科
大
学
の
入
学
・

収
容
定
員
の
１０
％
増
員
▽
国
に
よ

る
地
域
や
診
療
科
ご
と
の
医
師
需

給
を
評
価
・
検
討
す
る
仕
組
み
の

構
築
▽
医
師
不
足
の
小
児
科
・
産

科
・
麻
酔
科
等
の
診
療
報
酬
設
定

の
検
討
―
―
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ

た
。

消
費
者
金
融
や
信
販
、
カ
ー
ド

会
社
な
ど
、
貸
金
業
が
行
う
個
人

に
向
け
た
無
相
保
ロ
ー
ン
金
利
の

上
限
は
、
法
律
で
規
制
さ
れ
て
い

る
。と

こ
ろ
が
こ
の
上
限
金
利
規
制

に
は
、
「
利
息
制
限
法
」
と
「
出

資
法
」
と
い
う
２
つ
の
法
律
的
解

釈
が
適
用
さ
れ
て
い
る
。
貸
金
業

と
い
う
法
的
に
認
定
さ
れ
て
い
る

業
種
上
か
ら
解
釈
す
れ
ば
、
利
息

制
限
法
（
金
利
�
年
／
１５
〜
２０

％
）
が
適
応
さ
れ
る
べ
き
な
の
だ

が
、
ほ
と
ん
ど
の
業
者
は
、
出
資

法
（
金
利
�
年
／
２９
・
２
％
）
に

則
し
て
金
利
を
定
め
て
い
る
。
こ

の
出
資
法
と
利
息
制
限
法
の
金
利

の
差
が
「
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
金
利
」

で
あ
る
。

き
わ
め
て
あ
い
ま
い
で
、
業
者

側
の
都
合
で
解
釈
さ
れ
て
き
た
こ

の
２
つ
の
法
律
の
適
用
に
対
し

て
、
「
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
を
適
法
と

す
る
条
件
を
厳
格
に
す
べ
き
だ
」

と
い
う
最
高
裁
の
判
断
が
示
さ
れ

た
の
は
、
２
０
０
４
年
２
月
の
こ

と
。こ

の
判
断
を
根
拠
と
し
て
、
利

用
者
が
過
払
い
分
の
利
息
の
返
還

を
求
め
る
訴
訟
が
相
次
い
で
起
こ

さ
れ
て
い
る
。
２
０
０
６
年
中
に

大
手
３
社
が
求
め
ら
れ
る
可
能
性

の
あ
る
返
還
額
は
、
総
額
６
０
０

億
円
に
も
達
す
る
と
い
う
。

全国市町村国際文化研修所では、全国市議会議長会並びに全国町
村議会議長会と共催で、市町村議会議員の方々を対象に、地方自治
体を取り巻く諸課題をテーマとした市町村議会議員特別研修『公共
政策コース』を実施します。
今回の研修では、公共政策の中でも特に住民の関心が高く、議会
でも大きな議論を呼んでいる社会保障・社会保険・社会福祉等の分
野の最新の議論についてさらに理解を深めていただき、その対応等
について住民の代表である市町村議会議員の皆様に考えていただく
内容といたしております。皆様のご参加をお待ちいたしております。

◆開催日：平成１８年８月２１日（月）～２５日（金）（５日間）
◆テーマ：「社会保障・社会保険・社会福祉」等
◆場 所：全国市町村国際文化研修所（滋賀県大津市）
◆対 象：市区町村議員（定員３０名）
◆参加費：１７，８００円（研修、宿泊、食事含む）
◆申込み：平成１８年７月２１日（金）まで

ホームページ（http : //www.jiam.jp）
の「Ｗｅｂ申し込み」から直接お申し込
みください。（研修コード：０６０７９）

◆問合せ：全国市町村国際文化研究所 教務部
ＴＥＬ ０７７（５７８）５９３２

▽
７
月
２５
日

産
業
経
済
委
員
会
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正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
半
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委

員
会
（
午
後
１
時
半
、
同
）

▽
７
月
２６
日

地
方
行
政
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
後
１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
２
時
、
同
）

▽
７
月
２６
日

社
会
文
教
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
半
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委

員
会
（
午
後
１
時
半
、
同
）

▽
７
月
２８
日

産
炭
地
域
振
興
協

議
会
�
実
行
運
動
（
正
午
、
全

国
都
市
会
館
）

▽
８
月
２
日

国
会
対
策
委
員
会

�
委
員
会
（
午
後
１
時
半
、
全

国
都
市
会
館
）

▽
８
月
３
日

全
国
市
議
会
議
長

会
�
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
午
後

１
時
、
日
比
谷
公
会
堂
）

▽
８
月
１０
日

全
国
市
議
会
議
長

会
�
正
副
会
長
会
議
（
午
後
４

時
、
岐
阜
市
）

グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
金
利

消
費
者
は
金
利
を
払
い
過
ぎ
て
い
る

時の話題 立
脇
社
文
委
員
長
、轟
病
院
協
会
長

自
治
体
病
院
議
連
で
要
望

要望する立脇社会文教委員長
（中央）。左端は轟病院協会長
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